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「少子高齢社会における街の持続と再生」 
・郊外住宅地の持続と再生・ 

・地域包括ケアシステムとまちづくり ・ 

 
 

園田眞理子（明治大学） 
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75歳 
（後期高齢者） 

2008 

70歳 

2008 

65歳 
（完全リタイア） 

2008 

60歳 
（定年） 

2008 

55歳 
（子育て終了） 

 

2008 
35歳 

（持家取得） 

資料：人口 2005年国勢調査 東京都を使用 
持家率：2005年 国勢調査 世帯主年齢5歳階級別持家率 東京都を使用 

（就職氷河期世代） （バブル期住宅取得世代） 

世代：昭和一桁   焼け跡世代      団塊世代 しらけ世代  新人類   バブル世代 団塊ジュニア 

東京の住宅マーケットの近未来 

高齢者 
マーケット 

熟年 
マーケット 

若年 
マーケット 

新築・新規
購入需要 

建替・住替 
需要 

区内・駅近居住 

郊外居住第一世代 
（私鉄沿線・多摩川以西） 

区内・駅近居住 

郊外居住？？？ 

入替（祖父母・孫の世代関係） 

ITLQH
スタンプ
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住宅地年齢 開発    ⇒10年    ⇒20年    ⇒30年      ⇒40年        ⇒50年････世代交代 

義務教育期 高等教育期 熟年期 引退期 老後 
(虚弱)期 

世帯主年齢 35歳    ⇒45歳   ⇒55歳    ⇒65歳      ⇒75歳        ⇒85歳････世代交代 

住宅地のライフサイクル 

戦前の市街地 

S60(85)年代～ 

S50(75)年代～ 

S40(65)年代～ 

S30(55)年代～ 

S60(85)年代～ 

S50(75)年代～ 

S40(65)年代～ 

S30(55)年代～ 

‘95頃 
世代交代 

‘05頃 

 
‘15頃 

 
‘25頃 

 
‘35頃 

 

都心 
＜超高層住宅＞ 

23区内 
＜マンション＞ 

23区内 
＜マンション＞ 

‘05頃 

 ‘35頃 

 

‘15頃 

 
‘25頃 

 

郊外へ←都市の拡大→郊外へ 

（’60年代～90年代前半） 

郊外の世代交代 
（開発順） 

世代交代完了 
（’95年～’05年） 郊外の世代交代 

（開発順） 

人口減 
（需要減） 

人口減 
（需要減） 

現時点での「高齢者」の居住地：S40～50年代開発住宅地 

郊外住宅地の今 
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八王子市域の開発年別住宅地マップ 1km、2kmを示したもの 

一世世代が直面する課題 

 居住の継続意向 （60才以上世帯の約60％→虚弱後50％） 

子世帯と同居 同居家族による相続可能性は高い  

今後の住み続け意向も高い 
このような世帯はわずか（５％） 

子世帯と別居 

高齢期を迎える不安 

地域サービスを利用して住み続けたい   

安心できる住宅や施設に住み替えたい    

わからない                     

５割 

２割 

２割 

直系血族による相続可能性が低い 

地域に住み続けるための 

地域サービスが必要 

50～60歳前後   沿線の便利な所を希望   

 70歳前後   子供の居住地近くを希望 

沿線駅周辺マンション  

＋近くにシニア関連施設 

 住み替え意向 （60才以上世帯の約10％→虚弱後
20％） 

ニーズ 住み替え先が必要 

子供居住地の近くの 

シニア関連施設 
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K住宅地の「第一世代」の現在ニーズからみた未来図 

郊外に住まう人（特に一世世代）にとって、安心して住み続けるための地域サービスや 
老後の住まいとしての住み替え先が現段階では未整備であり、 
郊外住宅地が持続性を持つためには、このような環境を早く整えなければならない 

平均年齢 67.2歳 平均居住年数 27.9年 

D: n=26 

現在居住  
不安時住み替え 

他系譲渡タイプ 

平均年齢 68.0歳 平均居住年数 26.3年 

C: n=20 

現在不安時不明 

他系譲渡タイプ 

平均年齢 67.2歳 平均居住年数 23.4年 

B: n=23 

現在不明  
不安 時住み替え  

他系譲渡タイプ 

平均年齢 67.5歳 平均居住年数 26.5年 
A: n=32 

現在住み替え 

他系譲渡タイプ  

Ⅲ・Ⅳ 

住宅・土地の 

継承方法と 

相続者の対応 

20～30年 

Ⅱ 

加齢不安時点
での居住継続 

10～20年 

Ⅰ 

現時点での
居住継続 

０～10年 

平均年齢 68.9歳 平均居住年数 28.1年 

H: n=60 

居住継続 

直系居住タイプ 

平均年齢 66.8歳 平均居住年数 25.8年 

G: n=21 

継承後 

直系居住タイプ 

平均年齢 69.1歳 平均居住年数 26.7年 
F: n=97 

居住継続 

他系譲渡タイプ 

平均年齢 70.0歳 平均居住年数 29.0年 

E: n=10 

現在居住  
不安時不明 

他系譲渡タイプ  

タイプ分けの方法 

居住、住宅・土地の将来展開の８タイプ n=287 

Ⅰ 現時点の意向―住み続け、住み替え、分からない 
Ⅱ 加齢不安時の意向―住み続け、住み替え、分からない 
 

Ⅲ 住宅・土地の継承方法―相続、売却、 

Ⅳ 相続者の対応―居住、賃貸、売却 

１０年後 
空家化率：最大26％ 

2０年後 ＋12.5ポイント 

空家化率：最大38.5％ 

3０年後 ＋33.6ポイント 

空家化率：最大72％ 
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□ 東京の空家率 
・都内２３区の空家率が高い。 

・千代田区（23.9％）、中央区（23.8％） 

出典：CRI No.406.2012/6 長谷工研究所 

□ 東京の空家数・空家率の推移 
・2008年に全国の空家率は13.1％、東京は11.1％、都区部は11.3％。 

・都区部では、5年ごとに5万戸ずつ、空き家が増加している。 

（出所）総務省統計局「平成20年住宅・土地統計調査報告」を基にニッセイ基礎研究所が作成 
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住宅地の継承・世代交代 

住宅地の成熟 

住宅地の高齢化 引退・老後期 

世帯形成期 

世帯成長・成熟期 

現在 

未来 

過去 

近年郊外住宅地の居住者は急速に高齢化し、今後居住者の転居、退去や住宅の継承などの世代
交代の時期を迎える。 

今後良質な住宅地を維持・継続することが重要であり、郊外住宅地の持続と再生を目指す。 

循環型郊外住宅地をめざして 

「地域包括ケアシステム」と「住まい」との関係 
 

地域密着型サービス 

中学校区程度 

（人口2万人程度・高齢化率25％） 

重度要介護者 250人程度 

軽度用介護者 250人程度 

調整：地域包括支援センター 

日常生活圏域 

小学校区（人口1万人程度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者住宅 

認知症 

デイ 

小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

夜間対応型訪問 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

小学校区（人口1万人程度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者住宅 

認知症 

デイ 

小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

母体施設 

（社会福祉法人） 

特別養護老人ホーム 

または 

（医療法人） 

老人保健施設 

 

：一般家庭 

夜間対応型訪問 

SV:サービス 
GH：グループホーム 
H:ホーム 

「 

前提条件：適切な住まいの確保（所与の条件） 
＋ 

地域包括ケアシステム 

高齢化率 25%： １中学校区２万人で 500人の要介護高齢者を支える仕組み 

高齢化率 30%：     同上       600人の要介護高齢者を支える仕組み 
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「施設ケア」から「地域ケア」へ 

施設ケア 

ケア集積・建物型 

Aging in Building 

Care in Building 

規模の経済 

 

虚弱者 

居住施設 

 

 

要介護者
居住施設 

生活支援 介護 医療 

富裕ビジネス（民間CCRC) 

施設ビジネス（社福・医療法人） 
貧困ビジネス（民間たまゆら型） 

地域ケア 

ケアネットワーク・面型 

Aging in Place 

Care in Community 

範囲の経済（距離の経済） 

都市経営ビジネス（日本：？？？） 
Ｃｆ． 欧州：市町村（コミューン） 
   米国：ゲイティッド・コミュニティ（→自治体） 

 

権利擁護（オンブズマン制度）（未整備） 

生活支援（未整備） 

20世紀          21世紀 

＜高齢者の集合居住の規模＞ 

30戸以上 30戸未満 

30室以上 30室以上 

介護 
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15 

引退期・老後期の住替え 

「早めの引越し」 

不便で住みにくくなった所から、
生活に便利な所へ。 

より安心できる所へ。 

「要介護期の住まい」 

人里離れた介護施設よ
りも街中の「住宅」で 

高齢者の街中居住 

の実現 

住宅地 

日常生活圏 

市町村 

地域資源の再編による高齢者の街中居住の実現  
Aging in Place  & Community in Care   

出口戦略：地域内住替え循環 

16 

シングル 
カップル 

 
 
 

ヤングファミリー 
シニアカップル 

 

急行・快速駅 

ファミリー 
住宅地 
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出口戦略：退職者コミュニティまたは週末コミュニティ 

17 

ファミリー 
シニア戸建 

高齢者 
ホーム＊ 

 

コンパクト 
シニア戸建 

別荘 
高齢者 

ペンション** 

 

クライン 
ガルテン 

SOHO 
ファミリー 
戸建 

エコ 

自然 

健康 

地産地消 

リゾート 

緑 

要介護者：虚弱高齢者への対応 
高齢者ホーム（グループ居住）の提案 

 
•現状は、特養ホームの福祉ビジネスか、貧困ビジネス 

  建物への囲い込みによる福祉ビジネス 

  特別養護老人ホーム：4床室特養 建設コスト：1000万円/床 

cf.都（土地込）2000万円/床→高コスト低ベネフィット 

  建物への囲込みによる貧困ビジネス（制度が生み出したもの） 

生活保護＋医療扶助＋介護保険＝数十万円/人 

 

＜解決策＞  グループ居住型の高齢者ホームの提案 
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高齢者ホームの提案 
（重度介護者向けの終いの住まい・温かい家庭） 

＜現行類似制度＞ 
・認知症グループホーム 
・介護付有料老人ホーム、特定ケアハウス 
・特別養護老人ホーム（ユニットケア型） 

＜付帯するサービス＞ 
見守り・食事・24時間介護 

＜空間イメージ＞ 

専用居室：13.2㎡～（GH 7.43㎡） 
共用空間：共同リビング・食堂・台所・浴室 

L D K

共用空間
浴室
便所

浴室
便所

<居室>

浴室
便所

<居室>

浴室
便所

<居室>

浴室
便所

<居室>

  

•認知症等により自己判断力が衰えた場合、同居
家族がいても、家族内だけで対応するのは困難 

 

・介護だけではなく、看護、医療等を含め、最後の
見看りまでが含まれた居住空間が必要 

 

・住宅、介護、看護、医療、ヒューマンサポートまで
の横断的な連携が必要 

＜需要層＞ 

・重度の介護期 

・見守り・食事・介護 

・看護、医療、看取りまで 

高齢者ホームの実例 
認知症対応グループホーム：喜楽苑いなの家（尼崎市） 

20 

玄関ホール 

入口 

共同リビング 中庭 

個人居室 
共同浴室 平面プラン 

配置図 

特別養護老人ホーム 

グループホーム 
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看取りの家 
「かあさんの家」 NPOホームホスピス宮崎 

•戦後核家族、専業主婦の老後問題 

•家族力の困窮：“介護”の前に、見守り、食事、家事に困る 

•「介護保険」ではカバーされない部分（事業化インセンティブなし） 

•現状は親族でカバーするか、施設に頼るかの選択肢しかない 

•個別家族の解決では縮小均衡 

•50坪の土地・30坪の家→心身弱化：介護付き20㎡施設→最後は空家 

•安心、快適な高齢者居住の場を提供する資本の出し手がいない 

 

＜解決策＞  共助型高齢者ペンションの提案 

要支援者：虚弱高齢のみ・持家世帯への対応 
“高齢者ペンション“の提案 
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＜需要層＞ 

・虚弱自立期(特に女性75歳前後） 
・見守り・食事・介護不安 

高齢者ペンションの提案 
（持家単身世帯向けの食事付共同住宅・宿泊施設） 

＜現行類似制度＞  
・グループリビング（旧厚生省） 
・生活支援ハウス 
・適合高齢者専用賃貸住宅（共同居住型） 

＜付帯するサービス＞ 
見守り・食事 

＜空間イメージ＞ 

浴 室 
便 所 

L D K 

< 住 戸 > 

浴 室 
便 所 

L D K 

< 住 戸 > 

浴 室 
便 所 

L D K 

< 住 戸 > 

浴 室 
便 所 

L D K 

< 住 戸 > 

L D K 

共 用 空 間 

専用住戸：18㎡～  共用空間：共同リビング・食堂・台所 

•家族力の困窮への対応 

 “戦後核家族” “専業主婦”の老後問題への対処 

•“介護”の前に、見守り、食事、家事支援から、最
後の看護、医療から看取りまで 

•“ペンション”の意味 

•住宅地の一画に少し大きめの家＝ペンション 

•ペアレントさんよる家族的なサポート 

•年金（ペンション）をフルに活用する 

•マンション居住なら、“共同室（コモンルーム）”を設
けるだけで、シニア・ホステルに変身 

出資者 

（現在、将来の 

入居者） 

住宅 

見守り・食事 

介護提供 

医療提供 

私負担 

公負担 

介護保険 

医療保険 

共同出資 
（地域ファンド） 

高齢者住宅 

Nｏｎ-Profit事業 

地域循環的な非営利事業の組立て 
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